予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 認知症対応型サービス事業開設者等研修事業費（国補）

認知症介護指導者養成研修事業費（任意）

認知症介護指導者養成研修事業費補助金（単補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　    　　　　健康福祉部高齢福祉課　介護事業者係　電話番号：058-272-8298
　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,434千円（前年度予算額：2,434千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　  認知症高齢者に対する介護サービスの提供については、身体的な介護のみならず、
認知症に関する高度な知識及び専門的技術が必要となることから、高齢者介護の実務
者及びその指導的立場にある者に対し研修を実施し、認知症介護の知識・技術の向上
を図る。
	２　所要経費（詳細別添）


　①　認知症対応型サービス事業開設者研修（国補）　　　　　委託料：775千円
　②　認知症対応型サービス事業管理者研修（国補）　　　　　委託料：564千円

　③　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修（国補）　委託料：302千円

　④　認知症介護指導者養成研修（任意）　　　　　　　　　　委託料：230千円

　　　認知症介護指導者養成研修（単補）　　　　　　　　　　補助金：333千円

　⑤　フォローアップ研修（国補）　　　　　　　　　　　　　委託料：230千円
· 実施主体 ／ 県　 ①、②、③ ：（福）岐阜県福祉事業団へ委託。

　　　　　　　　  　 　 ④、⑤ ：認知症介護研究・研修大府センターへ委託。

· 財　　源 ／ ①、②、③、⑤　：国1/2、県1/2

            ④　　　　　　　：県10/10
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,434
	935
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,499

	要求額
	2,434
	935
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,499

	決定額
	2,434
	935
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,499


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　認知症高齢者に対する介護サービスの提供については、身体的な介護のみならず認知症に関する高度な専門性が必要であり、高齢者介護の実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症介護の知識・技術向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	新規事業者等、研修修了者を必要とするニーズに対し、十分に対応できる定員設定であるため、特段指標を設ける必要がない。


（平成24年度の取組）

	①認知症対応型サービス事業開設者等研修事業
　【認知症対応型サービス事業開設者研修】

第１回　平成24年7月15日（日）

　　　第２回　平成24年12月16日（日）

　【認知症対応型サービス事業管理者研修】

　　　第１回　平成24年7月13日（金）～14日（土）

　　　第２回　平成24年12月14日（金）～15日（土）

　【小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修】

　　　平成24年10月9日（火）～10日（水）

②認知症介護指導者養成研修事業

　　　平成24年9月17日（月）～11月16日（金）

③認知症介護指導者養成研修事業補助金
　　　②の研修参加者（県推薦）１名に対し補助金を交付



（平成24年度の成果）

	①認知症対応型サービス事業開設者等研修事業

　【認知症対応型サービス事業開設者研修】

第１回修了者　９名　（平成２３年度第１・２回修了者　９名）
　【認知症対応型サービス事業管理者研修】

　　　第１回修了者　７５名（平成２３年度第１・２回修了者　１３３名）
　【小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修】

　　　受講者４２名（平成２３年度修了者　２５名）
　　急増する認知症高齢者のケアに対応する小規模多機能型居宅介護事業所及び指定認知症対応型共同生活介護事業所において、その指定基準として義務付けられている研修を実施し、整備が進められている各事業所に質・量ともに適切な介護ができる人材を確保した。
②認知症介護指導者養成研修事業

③認知症介護指導者養成研修事業補助金

　　　受講者　２名（うち、③の対象となる県推薦１名）

これまでの指導者養成研修の修了者は、県の実施する認知症実践者等養成事業の講師としても活躍しており、また指導者養成研修の修了者で構成する検討会で効果的な認知介護実務者研修のプログラム作成や研修手法について検討されている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　整備が進められている小規模多機能型居宅介護事業所及び指定認知症対応型共同生活介護事業所において、指定基準として研修が義務付けとなってことからも、質の高い人材の養成・確保が求められている。

また、高度な専門性が必要とされる認知症介護について、認知症介護指導者を養成することにより、実務者及びその指導的立場にある者に対して、認知症介護の知識・技術向上を継続して図る必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	事業所整備数と並行して、配置すべき数に対応できる人員が確保できている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各研修について、受講者数に応じた適正な回数・開催場所にて効率的に実施している。


（今後の課題）

	


（次年度の方向性）
	県全体に、よりよい介護サービスを提供する事業所が着実に増加するよう、質の高いサービス提供体制を定着させるため、現状の受講定員を確保することが必要。


